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① 貸 借 対 照 表

科 目
金 額

Ｒ４年度 Ｒ３年度 増減

固定資産 46,838 45,907 931

有形固定資産 36,799 37,133 ▲334

事業用資産・物品 5,880 5,927 ▲47

インフラ資産 30,919 31,206 ▲287

無形固定資産 2 1 1

投資その他の資産 10,037 8,773 1,264

投資及び出資金 2,119 2,081 38

長期貸付金 628 685 ▲57

基金 7,303 6,009 1,294

その他 ▲13 ▲2 ▲11

流動資産 2,029 2,455 ▲426

現金預金 836 758 78

基金 1,148 1,061 87

その他 45 636 ▲591

資産合計 Ａ 48,867 48,362 505

流動資産 ２，０２９億円
１年以内に現金化できる資産

固定資産 ４兆６，８３８億円
県が長期に所有している資産や、１年を超えて現金

化される資産など

事業用資産・物品 ５，８８０億円
県庁舎、県営住宅、教育施設（県立高校等）、取得

価額が１００万円以上の機器など

インフラ資産 ３兆９１９億円
県道、砂防施設、港湾施設、県営公園など

無形固定資産 ２億円
ソフトウェアなど

投資及び出資金 ２，１１９億円
外郭団体等への出資金など

長期貸付金 ６２８億円
翌々年度以降に償還期限が到来する貸付金

基金 ７，３０３億円
翌々年度以降の県債の償還に備えるために設置さ

れた減債基金、特定の目的のために設置された基金

現金預金 ８３６億円
令和４年度末時点で保有している現金預金

基金 １，１４８億円
年度間の財源の不均衡を調整するための財政調整

基金、翌年度の県債の償還に備えるために設置された
減債基金

資産合計 ４兆８，８６７億円
令和４年度末時点で県が所有している資産

・固定資産のうち、有形固定資産は、新たに資産形成に投じた額を従来資産の減価償却費が上回ったことにより、３３４億

円減少しています。また、投資その他の資産は、地方債の満期一括償還に備えて積み立てている減債基金が増加したこ
となどにより、１，２６４億円増加しています。
・流動資産は、税収が堅調に推移し見込みを上回った一方で、普通交付税の精算に伴う基金積立及び中小企業融資のた
めの金融機関への預託金の減少により、４２６億円減少しています。
・ これらの結果、資産合計（Ａ）は、５０５億円増加しています。

一般会計等財務書類

資 産

※管理者（県）と所有者（国）が異なる指定区間外の国道や指定区間の一
級河川等については、資産としては計上していない。


